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パネルディスカッション
　以下は、岡山大学において、平成26年11月29日に開催したシンポジウム「行政不服審査法の改正
と自治体の対応」のパネルディスカッションの記録である。（南川和宣）
※以下の文中の発言者は次の通りである（発言順、敬称略、肩書は当時）。
南川＝南川和宣（岡山大学大学院法務研究科准教授、コーディネーター）
水田＝水田健一（岡山県総務部総務学事課長）
添田＝添田徹郎（総務省行政管理局行政手続室長）
伊藤＝伊藤治彦（岡山商科大学法学部教授）
吉野＝吉野夏己（岡山大学大学院法務研究科教授、弁護士）
田近＝田近　肇（岡山大学大学院法務研究科教授）
南川「お待たせいたしました。ここからは討議ということで改正行審法と自治体の対応をテーマに
ディスカッションをしていきたいと思います。まずは、パネリストの方々をご紹介いたします。冒
頭で申しましたように、敬称はさん付けでご紹介させていただきます。総務省行政管理局行政手続
室の室長の添田さん、それから岡山県総務部総務学事課長の水田さん、岡山商科大学法学部教授の
伊藤さん、岡山大学大学院法務研究科教授の吉野さんです。そして、コーディネーターは私、岡山
大学大学院法務研究科准教授の南川が務めさせていただきます。それでは、よろしくお願いいたし
ます。
　先ほどの基調報告で行政不服審査法の改正法の概要について、かなり詳しく説明していただきま
した。今回52年ぶりの大改正ということですが、あとは同法のユーザーである国民、それから自治
体関係者、弁護士、研究者がこの法律をよく理解することで、これまで機能の不具合が指摘されて
いた行政不服審査制度がうまく機能していくのではないかと考えております。そこでシンポジウム
ですが、小テーマを３つ設定させていただきました。事務局作成の論点整理メモをご覧ください。
　１つはテーマⅠということで施行までの準備作業について、自治体としてはどのような準備が必
要か、国としてはどういう準備が必要かということですが、国については先ほど添田さんに詳しく
説明していただいたところですから主に自治体として、どういう準備作業があるのかということを
テーマとさせていただきます。２番目ですけれども、この研究会の冒頭でも申しましたが、新しい
行政不服審査法は地方自治を尊重するということで、手続については全国一律型、すなわち国民に
対する手続の手厚さについては全国一律型ですが、制度設計については、自治体にかなりの自由度
を認めております。また運用に任されている面も多いということですので、新しい行政不服審査法
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の下、どこからどこまでのことができるのか、そしてその中で何をするのが望ましいのか等につい
て、これらの話については先ほどの添田さんのご講演の中で、総務省がこれからマニュアル類、通
知類を出すと言うことですから最終的にはそれが非常に大きな参考になるところですけれども、今
の段階でどういう議論があるのかというのを見たうえで議論したいと考えております。
　３番目ですけれども、テーマの３つめは審理の充実についてです。新しく設けられます審査請求
は、審理員が調査書を作成し、審査会が答申書を書き、そして最後に裁決庁が裁決書を書くという、
そういう構造になっているわけですけれども、その中で審理員や審査会はどういう審査権限を有し
ているのかについて、これはほとんど議論がないところですので、どこまで議論が深まるかちょっ
と分かりませんが、考えてみたいと思っております。
　テーマについての紹介は以上です。それから、事務局のほうで行政不服審査法改正にかかる文献
リストを作成させていただいております。行政不服審査法の改正については、10年ほど前から様々
な議論がなされていて、そして法改正に向けての経緯については先ほど添田さんにお話しいただい
たとおりですが、この10年間の議論というのはほとんどが立法論で、すなわち、こういう法律を作
るべきだという話だったのですけれども、この度めでたく平成26年に新しい行政不服審査法が成立
しましたわけですので、今後はこの新しい法律の解釈論というのが重要となるわけです。そこで新
しい、今年成立した行政不服審査法の解釈論、それからそれだけですとちょっと数が少ないので、
この行政不服審査法案に関する解釈論、さらにこの法案の元となった見直し方針について論じたも
のを網羅的にリストアップさせていただきました。法律時報の文献月報の10月号までに掲載されて
いるもので、データベースに載っているものを集めてみました。改正法の解説書としては、今現在
３冊出ておりますし、またその改正法、法案、見直しの方針にかかる論文その他はここに挙げられ
ているとおりです。それで論点整理メモにつきましては、これらの文献の中で、本日のテーマに関
わる事柄について、どのように議論されているのかという点を引用して、資料として作成いたした
物です。資料についての説明は以上です。
　それでは、議論に移っていきたいと思います。まずテーマ１つ目ですけれども、法律の施行まで
の準備についてということですが、本日は自治体の職員で、岡山県の水田さんに来ていただいてお
りますので、県のそもそもの、まずは不服申立ての現状、それから新しい法律に対してどういう準
備をこれからしようとする、そして、しているか、どういう制度を考えているのかなどについて、
お話し願いたいと思います。水田さんよろしくお願いいたします。」
水田「岡山県の検討状況についてお話をさせていただきますと、先ほど添田室長が説明された資料
の中にある、施行に向けた工程表のところで、26年11月の所には、改正法の内容把握とか情報収集
とかいうことが書かれておりましたけれども、まさに我々が今やっているというのはこういうよう
な状況で、その内容を把握した上でどう対応しようかなというのを、今内部で検討しているという
段階でございます。
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　それで、不服申立ての、岡山県における現状を若干お話しさせていただきますと、これも先ほど
の添田室長の資料の中にありましたけれども、地方自治体の不服申立ての割合がどうかというよう
な話がありましたけれども、岡山県で申し上げますと、だいたい年間100件弱の不服申立てがござい
ましてこれを、23年度の状況で言いますと年間89件ございまして、その内訳は、最も多いのが福祉
関係で44％、その次が税関係で19％、それから道路交通法関係で17％、それから情報公開、個人情
報関係が15％というような状況でございます。
　現在不服申立てについて審査をどのようにやっているかということについてお話ししますと、岡
山県の場合は、例えば税に関する不服申立てであると、担当の税務課のほうで審査をいたしまして、
一応裁決の案というのを作り上げます。我々の総務学事課のほうに法制担当という班がございまし
て、その法制担当のほうでその裁決案の内容について事実認定でありますとか、法令解釈、それか
らその適用が問題ないのかとかいうような中身についてチェックして最終的に裁決として決定して
いるというような手続をとっております。
　こういうような現状でして、これを今度新しい改正法に出てきます審理員、それから第三者機関
をどういうふうに盛り込んでいくのかということを、今内部で検討をしておるところでして、まだ
これは内部検討段階の中の案と言うことでお話をさせていただきますと、今それぞれ担当課のほう
で不服申立ての審査をしておるわけですけれども、審理員について、例えば手法としては、総務部
に一括して審理員を配置して、全部をそこで受けるというのも一つの案だとは思うんですけれども、
今岡山県で思っているのはそれぞれの部に審理員を配置して、例えば税務課というのは実は総務部
の中にありますので、総務部に置かれた審理員が不服申立ての審査にあたるというようなことで対
応しようかなという風に思っております。
　それから、第三者機関につきましては、これはあの岡山県の事情を申し上げますと非常に財政的
に厳しい時期があって、行財政改革に取り組んできた中で、いわゆる審査会でありますとか審議会
といったものの見直しに取り組んできて、必要性の薄くなったものは廃止すると、それから似たよ
うな審査会については統合するというようなことで、見直しを行ってきた中で今度この改正不服審
査法に基づいて必要になってくる、この第三者機関をどうするかということで新たに設けるのか、
それか今まである審査会にその役割を担っていただくのかという２つの考え方があると思うんです
けれども、現時点で思っているのは既存の審査会、具体的に今思っているのは行政情報公開、個人
情報保護のほうの審査会がございますので、その審査会にこの改正行政不服審査法に基づく第三者
機関の役割を担っていただくのがどうかなというようなことを考えております。ただこれはまだ内
部での、総務部の中での検討でございまして、近いうちに総務部としての考え方はこうなんだけど
も、というのを各部に説明していこうかなということでいま考えているところです。現在の検討状
況はこういうところです。」
南川「どうもありがとうございました。不服申立ての現状から準備の話、そしてどういう制度設計
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を考えているのかというお話をいただきました。ただ今のご発言ですと、審理員ですけれどもアイ
ディアとして原処分部局に置くというアイディアが示されたわけです。新しい審査請求は、先ほど
申しましたように、審理員の調査書と審査会の答申、審査庁の裁決書という３つの段階があります
ので、それぞれ審理員の補助組織、審査会の補助組織、審査庁の補助組織というのを、どこが担う、
どこに置くのかというのが問題になってくるところです。原処分部局に審理員それから補助組織を
置くと言うことになると思いますけれども、このようなアイディアについては、論点整理メモを見
ますと、ちょっと批判的な見解もある所です。審理員をどこに置くか、その補助組織をどこに置く
か、審査会事務局をどこに置くか等については、これも後々マニュアル等で国のほうで望ましい在
り方などは示されることになるのでしょうか。添田さん、いかがですか。」
添田「一定の考え方は我々としてもなるべくお示ししたいということで、検討しております。理想
を言えば、審査庁、処分庁、審査会は、それぞれ分かれていた方が良いということにはなるのかも
しれませんが、実際には、自治体もそうですし、国でもそれでは回らないという御意見もいただい
ております。
　どういう形になるのかというのは、検討していきたいと思いますけれども、一番大事なのは、審
理員を処分に関与してない者から指名するということとあるように、やっぱりその原処分の判断と
切れたところで、きちんと審理・判断がされるというのをなるべく確保していくということではな
いかと、現時点では私自身は思っております。ただ、国もそうですし、自治体も行財政改革という
ことで、スリムになっている体制の中で、現実にどう、実効的に回していけるのかということも含
めて考えていかないといけないと思っています。
　いずれにしても、機械的に当てはめるというような細かいものを示すことは我々としても難しい
ですし、細かく枠をはめられると、自治体の現場も厳しいと思いますが、一定の考え方の指針はな
るべく示していきたいと考えております。」
南川「はい。ありがとうございます。原処分部局に審理員や補助組織を置くのは、やっぱりメリッ
ト・デメリットどちらもあって、専門性では非常に優れているアイディアだけれども、公平性・中
立性でどうなるのか、その原処分部局の中で原処分に関わっていないものをきっちりと審理員、補
助組織に充てることができるのかという点、様々な事を考えていかないといけないわけですけれど
も、そのあたりは…。」
水田「その点についてちょっと補足してお話しさせていただきますと、先ほど審理員を各部局に置
こう、置きたいと今思っているというお話をさせていただきましたけれども、岡山県の場合、各部
に主管課という課がございまして、各部の総括をする課がございます。総務部で言うと総務学事課
がそうでして、先ほども申しましたけれども、税務課は総務部の中の一つの主務課としてございま
す。それから先ほど不服申立てが多い案件として、福祉関係の案件が多いという話をさせていただ
きましたけれども、例えば障がい者の手帳の関係の等級についての争いについては言えば、障害福
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祉課というところが審査請求を受けて審理、審査をしているわけですけれども、障害福祉課は保健
福祉部の中にあってその総括的な課として保健福祉課というところがあります。その、岡山県でい
うところの主管課に、今現在の案では審理員を置いたらどうかなということで、主管課であれば主
務課との距離も離れておりまして、それぞれの原処分に関わることはないというふうに考えており
まして、そういったことでいわゆる公平性は保てるのではないかなというふうに思っております。
　それからもう一つ、第三者機関については一元的に総務部のほうで一つだけ、総務学事課のほう
で担当課になって行うかなというふうなことを今考えております。」
南川「ありがとうございました。今のお話をお聞きしますと、資料で指摘されていたデメリットの
ほうは、かなり少なくなるように思います。ちなみに国のほうの制度は、審査会は総務省に置いて、
各省大臣が審査庁ですから、審理員も各省に置く、各審査庁である大臣の下に置くということです
よね。」
添田「例えば、総務省で実際どうするかということになりますと、私ども制度所管担当課というよ
りは、総務省の全体を取り仕切る部局で考える話になりますので、そこがどうする考えかというこ
とは現時点ではお話しできないのですが、１つ補足しますと、審理員というのは組織として置かれ
るわけではなくて、審査庁に所属する職員のうちから指名されて審理手続を行う人なので、極端に
言いますと、今どの部署にいるかではなくて、例えば、一本釣りでこの人、という指名の仕方も、
法令上は排除されておりませんし、ふさわしい人を10人、20人プールしておいて、事案ごとに、こ
の事案だったらこの人、と指名するという方法も可能ですので、必ずしもどこかの部局に集めてお
かなければいけないということではないということは、一つご留意いただければと思います。実務
上はおそらく、どこかの組織にまとめて審理員候補者をプールしておく方がやりやすいというとこ
ろが多いのだろうとは思いますけれども。」
南川「ありがとうございました。それから水田さんのお話の中で、県の情報公開審査会を、新たに
設けられる行政不服審査会とどう関係させるのかに関するアイディアもお話していただきました
が、この点については、情報公開審査会はほとんど全ての自治体に置かれているわけですから、今
ある情報公開審査会をどうするのかという決断を、全ての自治体がやらないといけないわけですね。
国のように統合しないで併存させるか、または統合するのかというのは選択肢としてあるみたいで
すけれども、統合してしまうとデメリットもあるというのが論点整理メモⅡ３⑴で指摘されている
ところです。こういう問題については総務省としてはどういうふうに関わっていくことになります
か。例えば情報公開審査会について、統合した方が良いか、統合しない方が良いかみたいなことま
では、どうですか。」
添田「そこはもともと法律上、自治体の条例などで決めていただくもので、我々としてこうした方
が良いというのはあまり適当ではないと思っておりますので、各自治体の実情に応じて御判断いた
だければと思います。
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　国についていえば、今回できる行政不服審査会の部分でも、年間200件くらいは諮問件数があるの
ではないかと予想しております。一定のまとまった数があるということ、それから、20年法案の時
には統合するということにしていたんですけれども、統合するということについて情報公開の方の
機能が低下するんじゃないかという御批判もあったことも踏まえて、今回の改正法では別に置くと
いうことにしておりますが、国の方はそういう事情があっての判断ですので、各自治体で情報公開
の審査会等を一緒にするということはそれぞれの判断で構わないのではないかと考えております。
　ただ１点あるのは、情報公開の場合ですと、おそらくどこも、審査会は、インカメラなどの権限
をお持ちになられて、いわば実質的な審理をされているのだろうと思いますけれども、今回の行政
不服審査の審査会では、審理員がきちんと審理をしたのを踏まえて諮問がされた案件について審査
会がチェックするということなので、情報公開と比べると、事後チェックあるいはネガチェック、
プロセスチェックということかも知れませんけれども、二次的なチェックという要素が情報公開と
比べると強いと思いますので、そういった審議の中身が情報公開とは違ってくるということは御留
意いただく必要があるのかなと思います。」
南川「はい。ありがとうございました。」
伊藤「ちょっとすいません、質問させていただいてもよろしいですか？
　岡山県の場合は、今のところは情報公開審議会と統合させようかということでしたけれども、そ
の主な理由というのは、予算的なものというのが大きいわけでしょうか？」
水田「ちょっと先ほどもお話ししましたけれども、財政状況が厳しかった中で、そういった第三者
機関の統廃合をしてきたというのも一つあるんですけども、もう一つは情報公開審査会、現状のメ
ンバーがですね、今６人で構成しているんですけれども、弁護士の方がお２人と、大学の先生が３
人、それから福祉関係の方がお１人というようなメンバーで、そういった構成員の方を見たときに、
行政不服審査法についての第三者機関の役割を十分担っていただけるのかなというようなこともあ
って、そういうこともあるかなと今思っているわけなんですけれども、先ほどお話しありましたよ
うに、情報公開審査会の場合と、それから今度の第三者機関では審理の内容が違ってきますので、
そこは注意する必要があるということで、更にいえば一つの審査会にして部会制にするとかいうよ
うなことも考えられるのかなということで、今考えているというところです。」
南川「ありがとうございました。そうしましたら時間の関係もありますのでテーマ１、施行までの
準備について、何かほかにご発言はございますでしょうか。」
吉野「岡山大学法科大学院実務家専任教員の吉野です。弁護士の立場から準備ということになりま
すと、やはり利用する側、代理人として活動する場合と、手続を主催する側にもなり得る場面があ
るんじゃないかなと思っています。今の岡山県さんの発言だと、なかなか実現不可能なのかなと思
うんですけど、例えば審理員に、非常勤で弁護士が入るというようなことはできないのかどうかと
いうことと、仮に一方で、利用する側で代理をするという場合に、今回新たに行政書士の方が代理
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人として加わることができたという、ただこの場合の行政書士の方は一定の研修課程を修了したと
いうことで、訓練を相当積んでこられるんじゃないかなと思っていまして、そうすると単に弁護士
でございますということで代理をするということだけでは不十分なんじゃないかなと。
　今後行政不服審査法、これを利用する、代理をするという立場からすると、弁護士のほうもやは
り一定の研修を積んでいかないと、うまく利用できない、うまく代理業務がこなせないんじゃない
かと、こういうふうに考えているところで、これからの準備ということであれば、一定の代理業務
を行う側、あるいはその手続を主宰する側の研修ですよね、それも必要になってくるんじゃないか
なというふうに考えております。」
南川「今のご発言は論点整理メモⅡ２の審理員ですね、どのような者を審理員に充てるのか、内部
登用、外部登用というところに関わる話ですけれども、審理員、内か外かということで、これもま
た今改正法のもとの解釈論としても、あるべき姿としても、いろいろ議論が分かれているところで
すけれども、これについてはどういうスタンスというのはあるのでしょうか、添田さん、何か…」
添田「国会審議でも、民主党政権下の行政救済制度検討チームでは、国について、各省と分離した
審理官が審理をするという提言がされていたということがありましたので、それを下敷きに、外部
登用をメインにすべきではないかという議論はございました。
　ただ、法律上は審査庁に所属する職員から指名するということで、審査庁の職員であるというこ
とと、簡易迅速に審理をすることを考えると一定の専門性があったほうが基本的には良いだろうと
思いますし、外部登用については、例えば任期付職員などで審査庁の職員として任用すれば、別に
弁護士の方などを審理員に指名することは法令上の制約は全くないのですが、ただ、プロパー職員
を指名した方が安く上がるというような予算的な制約はあるので、全ての自治体に外部登用という
のは現実的に難しいだろうと思います。したがって、基本的には内部の職員が指名されるのだろう
ということが念頭にありますが、先ほど申し上げましたように外部の方を自治体の職員として任用
すれば、外部登用には制約がありませんので、そこは各自治体さんの御判断になるのではないかと
考えております。」
南川「ありがとうございました。話少し戻りまして、先ほどの準備のことで…」
伊藤「事実の確認だけでも。岡山県としては審理員の名簿の作成についてはご検討されておられる
んでしょうか。事実の確認だけです。」
水田「審理員を事前に指名したときには名簿を公表しなければならないという事になっていたと思
うんですけど、ちょっとそこはまだ検討中と言うことです。」
南川「ありがとうございます。そうしましたら、もうすでに先ほどから議論がはじまっているとこ
ろですが、テーマⅡのほうにこれからは移りたいと思います。自治体はどのような制度設計を行え
るのかということですが、まず論点整理メモⅡ１⑵に書いてあるような多治見市の条例というのが
非常に注目されていて、改正行審法を先取りし、さらに上乗せしているという点で論文でも数多く
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紹介されているところなんですけれども、こういう多治見市条例のようなものについては、総務省
としてはというか、どういうふうにご覧になられているのでしょうか。添田さん。」
添田「個人的な感想に近いことになってしまいますが、現行でも情報公開などでそれぞれ審査会に
諮問手続を置いています。そういった特例が現行法でできるのかできないのかという議論があるの
かもしれませんけれども、現行でも条例で行審法の上乗せの手続を設けるということが実際にされ
ていることを考えると、それを全て否定するということは難しいでしょうし、現実として既にそう
いった実情があることからすれば、実際としてはあるんだろうというふうに考えております。
　ただし、条例でより軽くすることがあり得るかどうかということになりますと、もしかすると議
論あるのかも知れませんけれども、軽くすることを条例で独自にやることは、法律の条文との関係
ではなかなか難しいのかなと、私個人的には思っております。」
南川「なるほど。ありがとうございます。続きまして、審理員の話は先ほどしたわけですが、論点
整理メモⅡ２⑵に職能分離の要件のことがあるんですけれども、これもかなり議論あるところです
けれども、これについてもマニュアル類で具体的なものが出ると考えていてよろしいんでしょうか。」
添田「こういう人でなければいけないというところまでお示しすることは、たぶんないのだろうと
思いますけれども、例えば、審理員の趣旨に照らして、厳密に言えば除斥事由には該当しないけれ
どこういう人はできれば避けた方が良いのではないかといった留意点については、ある程度のもの
はお示しした方が良いだろうと検討しているところでございます。」
南川「ありがとうございます。伊藤さんの講演の中で言及されていましたが、審理員の職能分離に
関してですけれども、行政手続法は除斥規定がないんですけれども、論点整理メモⅡ２⑵の裁判例、
最近のものですけれども、転勤で警察署長から公安委員会の係長になった人が、所長時代に立件し
た事件についての処分だったと言うことで、行政手続法違法で取り消したという判決があるんです
けれども、学説ではかねてから塩野先生が行政手続法に除斥規定は明文ではないけれども関わった
者は聴聞主宰者になれないということを仰っていたところですけれども、そうすると改正行審法と
行政手続法で同じような感じと考えてよろしいんですかね、どうでしょうか、伊藤さん。お願いし
ます。」
伊藤「行政手続法には特に除斥規定はないですけれども、従来学説でも処分に関わった者がなるべ
きではないというような主張がなされておりましたし、今回の行審法の改正法案、明文でもってそ
のことを示したと言うことで、それは意味のあることじゃないか、というふうに考えているところ
です。」
南川「ありがとうございます。テーマⅡについてパネリストの方、ご発言ございますでしょうか。」
添田「ちょっとよろしいでしょうか。確かに学説では、かなり関与した人は、聴聞主宰者として認
められないという指摘があったんですけれども、行政手続法が施行したときに、施行通知で示して
いる考え方では、不利益処分を行う立場にある課などの責任者を主宰者に指名する事を排除するも
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のではないが、聴聞運営の理解に資する観念から、当該責任者以外の職員を主宰者とすることが望
ましいという趣旨をお示ししていて、関与した人が全てだめというのは、立法当時の立法担当部局
の考え方よりもより厳しい判断になっているということはあるんです。確か、こういう判断を裁判
で明確に示したのはこの判例だけだと思いますので、まだ確定的な判例と言えるかどうかはちょっ
と分かりませんが。
　いずれにしても、審理員は聴聞主宰者と位置付けが違いますので、今回、行審法では処分に関与
した人を明確に除くことを、強行規定として置いていることはありますので、審理員については、
関与した人は明確に排除されるということは間違いないとは思いますけども、聴聞主宰者の方につ
いては、検討の余地があるのではないかという感じが個人的にはしております。」
南川「ありがとうございました。」
吉野「水田さんにお伺いしたいんですけれども、岡山県内の市町村の動きとか何か情報はあります
でしょうか。それから第三者機関を岡山県が一緒にやるとかやらないとかそういうふうな方向性は
ないんでしょうか。」
水田「県自体がまだ改正不服審査法についてどう考えるかというあたりを着手したばっかりでし
て、市町村の情報については別の部局の県民生活部の市町村課のほうで担当しておりまして11月の
中旬ぐらいに市町村から、そういった共同設置についての相談とかいうのないですかっていうのを
担当に聞いてもらったんですけど、その時点ではまだ市町村課のほうにそういった情報はないとい
うようなことでしたので、まだ市町村ではこれからの検討と言うことになるんじゃないかなという
ふうに思っています。」
南川「ありがとうございました。そうしましたら、テーマⅡの、どのような制度設計を行えるのか
ということですが、次に大きな問題になりそうなのは論点整理メモⅡ３ですけれど審査会ですが、
審査会についてどういう設置形態をとるのかというのもありますが、どういう者を委員に任命する
のかというのも議論になっていまして、その事案の専門家である、主に地方税法関係と社会福祉関
係が多いと言うことですから、租税法学者、税理士、社会保障学者、社会福祉士等を委員にすべき
という考え方と、そうではなくて一般的な学識の高い者を選ぶと言う考え方の２つがあるわけです
けれども、これについてはどういうイメージをもたれているかなどについて、水田さん、お願いい
たします。」
水田「審査会については現時点の考え方を申し上げましたけれども、私どものほうでは、それぞれ
の専門分野についての知識を持った人というのを、入っていただくというのは思ってなくて、法的
な知識のほう、専門性を有している弁護士の方でありますとか大学の先生でありますとかいった方
で構成すればいいのかなと。ですから専門的なものについては、その審理手続を行った審理員が十
分に説明を果たしてもらえばいいのかなというふうに思っております。」
南川「ありがとうございました。それではそのほかに、テーマⅡ、自治体としてはどのような制度
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設計を行えるのかについて、何かご発言、ございますでしょうか。
　それでは続きまして、テーマⅢの、審理の充実についてというところに移ります。
　審査請求ですけれども、先ほどから申しますように、審理員が審理して、審査会が審査して、審
査庁が最終的に裁決をするという構図の中で、裁判所の裁判官による審査と同じ部分、違う部分は
何かという問題です。従来一般的には行政不服申立ては行政訴訟に比べて憲法上の制約がないんだ
と、行政訴訟については、当不当審査ができない、適法違法の審査しかできない。それに比べて不
服申立てのほうは裁量審査について判断代置審査方式を採用してできるんだというメリットがいわ
れていたわけですけれども、他方で今回の審査会・審理員という位置づけのもとで、裁判官の司法
審査に比べて、制限がかかる部分もやはり大きいわけで、そのあたりをどう見るのかという点でテ
ーマを設定させていただきました。問題となりますのは、まず審理員についてですけれども、やは
り位置づけがどうなのか、特に独立性がどうなのかで、内部基準や通達など事務要綱その他裁量基
準などについて、法令適合性審査を行うことができるのかというのが問題になるわけですけれども、
この点は、今後はっきり審理員の審理マニュアルなどの形において明らかにされていく予定なんで
しょうか。添田さん。」
添田「どこまでそういうもので示すかはまだはっきりしていませんけれども、具体的な我々として
の考え方は、見直し方針でお示ししているとおりかと思います。
　内部基準に拘束されるということは、職員であるからには確かにそういうことでありますけれど
も、内部基準を審査庁が変える立場であれば、それを実際に変えるときには誰か職員が変えましょ
うと言って変えるわけです。ですから、実際の運用の形としては、審理員が、審査庁は内部基準が
おかしいという裁決をすべきであるという意見を出すこと自体が、通達、内部基準に反するのかと
いうと、審理員は最終的にその処分、判断をするということではないので、意見書でそういう見解
を示すということは、実際の運用としては十分可能ではないかと考えております。本来内部基準に
従うべきかどうかという法律的な議論としては、議論の余地があるのかもしれませんけれど、実際
の運用としては十分可能なのではないかと考えております。」
南川「それから、審理員や審査会ですけれども、違憲法令審査とか、法規命令が法律との関係で委
任の範囲を逸脱しており違法無効だとか、条例が法律に抵触しているかとかといった法令適合性審
査、こういうものが、できるのかどうかというのが問題になるんですけれども、これは憲法の観点
から何かご意見、憲法の研究者の方でございますでしょうか。このあたりどうですか。」
田近「岡山大学の田近と申します。法科大学院で憲法を担当しております。今、南川さんがおっし
ゃった問題については、よく分からないというのが正直なところですが、まあ無理なんじゃないか
なと思います。
　というのは、例えば国レベルで言えば、憲法上内閣は法律を誠実に執行する義務があり、内閣は
憲法に違反すると自ら判断する法律の執行を拒否することができるかと言われれば、それはできな
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いと通常理解しているはずです。同じように地方公共団体についても、地方公共団体の執行機関に
ついては法令を誠実に執行する義務が地方自治法に確か定められていたように記憶していますが、
多分同じことが言えるんじゃないかということが一つあります。
　もう一つは、この不服審査という制度がどういう性格のものだと理解されているかということと
関係しています。この不服審査という制度というのは、もともと行政機関の内部で処分を見直すと
いう制度だったはずです。それが今回の改正で、公平性であるとか、あるいは第三者機関とかいう
言葉が出てきているので、あたかも裁判に類似した何ものかであるような印象を持つようになって
きているんでしょうけれども、ただ、そうは言っても、やはり裁判作用ではなく、元の性格が完全
に変わってしまったわけではないだろうと思われます。そうすると、法律そのものについて違憲で
あるという議論をするというようなことは難しいだろうと思うわけです。
　ここまではある程度の自信を持って言えるんですが、ここから先は、私もよく分かりません。先
ほど添田さんがおっしゃった点とも関連するんですけれども、例えば審査庁が大臣で、省令が憲法
に違反すると判断した場合は、どうなるんでしょう。この場合、省令に問題があると自ら判断する
わけですから、だったら、この省令そのものをやめた方が良いんじゃないかという議論は、論理的
にはあってもおかしくない。そういう場合にどうなのかというのは、私もよく分からないところが
あります。
　結局、この審査会の議論の中で、憲法との関係で云々という議論が出てくるとすれば、いわゆる
処分違憲的な議論に関してはありうるのかなあという気がしますけれども、法律や条例を含めての
合憲性云々ということは、難しいんじゃないかと思います。先ほどのご説明では、不服申立前置主
義の例外もあるということですので、だったら、初めから法令そのものが憲法違反だと考えるので
あれば、裁判所に持って行ってもらえれば、ということになるんじゃないかと思うところです。」
南川「ありがとうございました。フロアの方も含めて、ただ今のご発言に何かコメントある方いら
っしゃいますか。今のご発言を前提にしますと、行政法で違法の主張方法として整理されてきた、
委任範囲の逸脱法理や条例制定権の限界など、行政法の教科書で説明されている違法に関する主要
な道具立てが審査請求では使えないと言う話になるわけですけれども、この点がなかなか今までは
はっきりしていない、あまり議論もされていないということがありました。
　新しい行政不服審査法のもとで、不服申立てが活性化すれば、今後このような問題もより深く議
論されていくのではないかと思われます。
　それでは、事前に用意していましたテーマは以上でして、ここからはフロアから質問票をいただ
いておりますので、質問票に沿って質問させていただきます。
　まず、三原市の総務課の池田さんからですけれども、添田さんに質問ですが、不服審査法と同時
に改正になりました行政手続法についてですけれども、処分の求めにおいて申出者は申出書におい
て、どこまで事実を証明する必要があるのか、という質問をいただきました。添田さん、いかがで
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しょうか。」
添田「なかなか一概に言えないところで、個別の事案によっていろいろ違ってくるのだろうと思い
ますけれども、本来であれば、具体的に法令に違反する事実があって、一定の処分や行政指導がさ
れるべきであると思料する理由があるというところを、なるべく具体的に書いていただくというの
が法の趣旨ではあるんですけれども、受け取った側が、これしか書いてないからこれは不適法だ、
というようなことではなくてですね、実態としては、もちろん明らかに事実無根というものであれ
ば、事実無根だからおしまいという場合もあるでしょうけれども、制度の趣旨として、一般の方か
らの申出を端緒として、行政庁が適正に規制権限なり違法を是正する権限を行使することで、行政
の公正性を確保しようということが一つの目的としてありますので、そういうことからすると、揚
げ足とり的にチェックして、これは要件に適合していないといった扱いではなくて、端緒としてふ
さわしい情報があれば、それを端緒に調査をして、法令違反の状態を是正していくことが望ましい
のではないかというふうに思います。
　いずれにしても具体的に、例えば騒音が問題になっているときに、騒音計でここから、その発生
源から何メートル地点で何デシベルとか、そこまで何か証明するような義務を負わせるような趣旨
のものではありませんので、そこは個別の事案によってになりますけれども、なるべく善意に、基
本的には受け取ったものを前提になるべく対応していくということが望ましいのではないかなと考
えております。」
南川「ありがとうございます。池田さん何か補足的にご発言ございますか。大丈夫でしょうか。
　続きまして、質問２つ目は伊藤さんから添田さんにということですが、質問を含めてお願いでき
ますか。」
伊藤「審査庁が原則として、講演の時も話しましたけれども、行政不服審査会等に諮問するように
なっていますけれども、それの除外規定があって、却下する場合の時は諮問しなくてもいいという
ことになっていますけれども、じゃあ不服申立適格がないということで却下するような場合が出て
くるとは思いますけれども、その時に審査庁としてもちょっとこれは微妙だなというふうな判断を
する場合に、これは法案審理の前の段階なんですけれども、そういう時に、これは不服申立適格が
あるのかどうかということを諮問するということは、この条文の趣旨からして許されるのかどうか
というのをお伺いしたいです。」
添田「かちっとした解釈を今この場でお答えすることは難しいこともありますので、今個人的な考
えに留まってしまうとは思いますが、条文の規定自体は、次の各号に掲げる場合を除き諮問しなけ
ればならないと書いてあるので、その各号に該当する場合に諮問してはいけないと書いていないと
いうのは御指摘のとおりなので、諮問するということが全く許されないということではないのかも
しれませんけれども、ただ、建付けとしては、そういうときに諮問するということは想定していな
いのは間違いないところで、そういう諮問をされたときに、その諮問に応じて調査審議することが、
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行政不服審査会の範囲内なのかということは議論の余地があるかもしれません。
　条文で言いますと、67条の２項で、審査会はこの法律の規定によりその権限に属させられた事項
を処理する、と書いてあって、その43条の各号に定める事項に当たらない場合に調査審議するとい
うのがこれに含まれるのか、ぎりぎりとした法律の議論としてはありそうな気がします。
　ただ、実際上の話として、審査庁の立場として、審査会の御意見を聞きたいというときにですね、
諮問という形でないにしても、調査審議するということが完全に否定されるということではないよ
うな気がしますけれども、それをこの43条の規定に基づく諮問という形で処理するのか、あるいは、
諮問とは別枠で実質的に調査審議するという処理をするのか、とかそういうことはあるのかもしれ
ません。」
南川「続きまして、岡山県の職員で、神戸大学院生の東原さんからの質問で、添田さんに自治体の
支援についてということですが、添田さんお願いいたします。」
添田「御質問では、特に審理員の負担が大きいということで、自治体の支援を是非ともということ
でございました。先ほども触れましたけれども、我々も今回の改正がどこまで機能するかどうかと
いうことになると、やはり審理が重要なところなので、審理員の方々がきちんと審理していただけ
るということが非常に大事だろうと考えています。そこで、審理員が実際にその審理手続を行う上
で必要な事項についてマニュアル的な資料を作れないかということで、今検討を進めているところ
ですので、先ほどちょっと申し上げましたが、来年度に入って夏とかになってしまうと思うのです
が、そういったものをお示しするとか、予算の制約もありますけれども、審理員になるような方を
念頭に置いた研修を行うとか、研修用のテキストを作るとか、そういった形でサポートして、審理
員制度が円滑に導入できるように、我々としてもできるだけのことはしていきたいと考えておりま
す。」
南川「東原さん、何か補足発言はございますか。よろしいでしょうか。
　最後の質問ですが、質問者のお名前はないんですけれども、読みますと、行訴法のように細かな
審査請求、取消と無効というふうにしなかったのかという質問です。行政事件訴訟法は処分につい
て通常の瑕疵を念頭に置いた取消訴訟と、重大明白な瑕疵を念頭に置いた無効確認訴訟というのを
分けて制度化しているわけですけれども、そうしなかったのはなぜかというような質問だとおそら
く思うんですけれども、この点については吉野さん、いかがでしょうか。」
吉野「ご質問の趣旨を必ずしも正確に捉えているわけではないんですけれども、簡易迅速な手続で
ということになると、無効確認訴訟みたいな、出訴期間を徒過したということはあまり考えられな
いということになろうかと思うんですね。そうすると原則形態を取り消し一本で行けば十分だとい
うことなんですかね、だと、これでご質問の趣旨が合っているのかどうかは分かりませんけれども、
何か、先生…」
南川「そうですね、仮に不服申立前置があったとしても無効事由の場合は直ちに出訴できますし、
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そういう点からも特に分けて書く必要はないんじゃないかなという事だと思います。
　いただいた質問は以上です。少し時間がありますので、他に追加で何か今質問あるという方は手
を挙げていただければと思いますが。大丈夫でしょうか。」
吉野「すみません、せっかくですのでこの機会に添田さんにお伺いしたいんですけれども、審理手
続で質問権と口頭意見陳述がありますね。分かればで結構なんですけれども、どういうふうなイメ
ージなのかなと思いましてですね、質問するということは、審理員が申立を職権でやるということ
ですけれど、裁判でいうその尋問みたいなイメージで考えておけば良いのかどうなのか、それと口
頭意見陳述というのは、単に口頭で意見を言わせれば良いというイメージなのか、何か他のやり方
があるのか、どういうイメージなのかということが分かれば教えていただきたいと思います。」
添田「まず、審理員の質問ですけれども、現行法では審査請求人又は参加人の審尋という手続が30
条にありますが、審尋というのは訴訟法などしか使っていないということで、今回は審理関係人へ
の質問という形で規定しています。
　現行法の審尋は、出頭させて何か尋問するみたいなイメージなのかも知れませんけれども、質問
は、いろんな場面で使われるだろうと思っています。一つは、口頭意見陳述で、今回は全ての審理
関係人の出頭を求めて行うことになりますので、その場で何かあれば、審理員が質問をするという
こともあるでしょうし、口頭意見陳述で陳述人が主張したということについて、それに対する反論
をその場で促すような場合、それも法的には質問の行使という形に整理されるだろうと思います。
そういう意味では、口頭意見陳述の場で口頭でする質問は、ある意味では弁論に近いのかもしれな
いですけれども、せっかく集まった機会なので、そこで効率的、効果的に論点をつぶしていくよう
な審理というのができるというイメージを持っています。
　ただ、そのほかにも、例えば、争点などを整理していったときに、不明な点について書面で質問
するとかということももちろんあるかもしれませんし、そういう意味で、この質問というのは、特
定の場面だけを想定したものではなくて、あらゆる場面で審理員が審理関係人に何か問いただすこ
とは、質問という形で整理されることになるのではないかと考えております。」
吉野「ちょっと補足して質問ですけれども、そうするとその審査請求人あるいは代理人が口頭意見
陳述の場面で関係者に何かその質問を事実上するとか尋問をするとかそういうことまで可能なんで
しょうか。」
添田「法律上は口頭意見陳述では申し立てた人が処分庁に質問できますけれども、申立人以外は質
問できないということになっています。申立をしてない人については、自発的に発言するという権
利が与えられていないということになりますが、実際の運用を考えたときに、その場にいてですね、
何かそれは違うぞと思った時に何も言えないというのはどうなのかということはあります。そうい
うことを考えると、その場で他の審理関係人に聞きたいことがあるときには、形態はともかく、条
文上の当てはめとしては、この36条の質問の申立てをして、それを審理員が適当だと認めれば、そ
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れについてその回答を求めるといったことはあり得るのではないかと考えています。」
吉野「ありがとうございました。」
南川「それでは時間も迫ってきましたので、最後に本日登壇されているパネリストの方に一人ずつ
コメントをいただいてシンポジウムを締めたいと思います。伊藤さんからお願いいたします。」
伊藤「今までの行政不服申立制度というのは、サッカーの試合にたとえるならば、よその国と試合
するときにそのよその国、アウェイですね、しかも、そのよその国の人が審判になってサッカーの
試合をしなければいけないと。そういったような不服申立てをする側からすれば、そういったハン
ディを持っていたわけですけれども、この度の改正によって、公正性がどれくらい保たれるように
なるのかということは、私も非常に興味深くみております。
　今後、この改正法が適用されるようになってから後の裁決について、注目していきたいというふ
うに思っております。以上です。」
水田「不服審査をする当事者として今一番懸念しているのは、先ほどからお話に出ております審理
員の役割が重くなったということで、場合によっては外部からの登用も考えられるというようなお
話もあったんですけど、今のところ県では職員にその役割を担ってもらおうと思っていまして、た
だ今までこういった口頭意見陳述の場を主宰するような役割を、職員が担うということがなかった
ものですから、その審理員のそういった役割が担えるような研修とか、そういったことに取り組ん
でいく必要があるのかなというふうに、今考えているところです。」
添田「これまでもお話ししてきましたが、やっぱり審理員は、心配されているということであると
同時に、新しい制度の一つの肝であるということだろうと思います。我々の立場としては、現場の
自治体の運用でありますとか、どういうところがネックなのかといったことがどうしても十分には
分からないところもありますので、これからも実際の自治体、各省なり実務の関係の方の御指摘も
いただきながら、きちんと制度が動くよう引き続き努めていきたいと考えております。」
吉野「この制度を利用する側からすると、公平性は制度的にかなり担保されたんじゃないかなと思
っているんですけど、あとやはり不当性審査ですよね、裁判よりも行政不服審査のほうがメリット
があるとしたら、当不当で不当な場合について救済が可能になってくると。
　そうすると今後弁護士として代理業務を行っていく上では、この不当性をいかに認定させるか、
この技術あるいはその基準なりを確立していくということが重要になってくるんだろうというふう
に思っています。この辺まだ十分に議論されてないんですけれども、弁護士会においてもそういう
所を今後研修していく必要があるんじゃないかなと、こういうふうに今考えております。期待をし
ております。」
南川「最後に私からも一言ですけれども、自治体の皆様にとって、施行に向けて、とにかくは、や
はりミスなく準備するというのが一番大事なことだろうと思います。
　しかし、せっかく新しい法律が地方自治を尊重して自治体に広い自由度を認めているということ
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もありますので、できるならば各自治体が色々制度設計に工夫を凝らして自治力を高めるというこ
とに役立てていただけたらなというふうに思っております。
　従来どちらかと言えば十分に機能しているとは言えなかった行政不服審査制度が新しくなって、
国民にとって頼りがいがある制度になるというのが大事であると思います。ある処分について役所
ともめ事になる場合ですけれども、従来は、裁判というのは敷居が高すぎる、不服審査というのは
あまり機能せず使えないということで、どうなっていたかというと、結局、現場の窓口での押し問
答が半年も一年も続くと、よく公務員の方々から、トラブルの処理、トラブル案件の対応が大変だ
と聞くわけですけれども、行政の対応についてもめ事があって膠着状態になれば、もう当事者は感
情的になりますし、場合によっては暴言を吐かれたり暴力を振われたりということにもなりかねな
いわけですので、実効的な紛争解決の受け皿に対するニーズは大きいと思います。是非、頼りがい
のある制度を作っていただいて、そうすることによって我々国民がメリットを享受するだけでなく、
各窓口、各原処分部局におられる公務員の方々も、本来の業務に集中できるようになるのではと期
待しているところです。
　時間がまいりました。本日は基調講演、シンポジウムにつきまして、講演者、出席者の皆さん、
それからパネリストの皆さん、どうもありがとうございました。
　これでシンポジウムを終了させていただきたいと思います。どうもありがとうございました。」
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パネルディスカッション資料
　以下は、パネルディスカッションのために、シンポジウム当日に配布された、研究会事務局が作
成した資料である。
【文献目録】
※以下の文献は、平成26年に成立した行政不服審査法（および同法案）とそのもとになった「見直
しの方針」にかかるもので、法律時報文献月報2014年10月号までに掲載されたものである。
（総務省WEBページ）
•「行政不服審査制度の見直し方針」（平成25年６月21日）（以下、「見直し方針」という。）
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyokan04_02000014.html
なお、行政不服審査法改正の経緯については、総務省の以下の WEB ページも参照。
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/fufuku/index.html
（改正法の解説書）
•行政不服審査制度研究会編『ポイント解説　新行政不服審査制度』（ぎょうせい・2014）
•宇賀克也『Ｑ＆Ａ　新しい行政不服審査法の解説』（新日本法規・2014）
•橋本博之＝青木　丈＝植山克郎『新しい行政不服審査制度』（弘文堂・2014）
（論説他）
•稲葉　馨「行政不服審査法の抜本改正」法学教室403号
•「立法の話題　行政不服審査制度の公平性・使いやすさを向上」法学セミナー718号
•前田雅子「行政不服審査法改正の論点」法律時報86巻５号
•稲葉一将「行政不服審査法改正と救済態様」法律時報86巻５号
•大橋真由美「行政不服審査法改正と行政不服審査における審理体制のあり方 ～ 審理員・行政不
服審査会 ～」法律時報86巻５号
•洞澤秀雄「地方自治体における行政不服審査」法律時報86巻５号
•「行政不服審査会（仮称）の作り方（行政法講座70）」自治実務セミナー2014年３月号
•「行政不服審査制度改革（総括）（行政法講座77）」自治実務セミナー2014年10月号
•宇賀克也＝若生俊彦「行政不服審査法の改正に向けて」ジュリスト1465号
•田中孝男「行政不服審査法の全部改正と自治体の対応」地方自治職員研修2014年８月号
•中村健人「行政不服審査法改正に伴う自治体の検討課題とその対応⑴⑵」自治事務セミナー2014
年９月号、10月号
•折橋洋介「行政不服審査法関連３法の概要と自治体への影響」議員 NAVI 44巻
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•宇賀克也「行政不服審査法の全部改正と地方公共団体の課題」地方自治802号
•碓井光明「条例による第三者的行政不服審査機関の設置について ― 解釈論及び立法論 ―」地方
自治793号
•澤　俊晴「新行政不服審査法と自治体の審査体制」自治実務セミナー2014年11月号
•大橋真由美「行政不服審査における審理主宰者に関する一考察」成城法学244号
•添田徹郎「『行政不服審査制度の見直し方針』について」季刊行政管理研究143号
【論点整理メモ】
テーマⅠ　施行までの準備について
１　自治体の準備作業
　⑴　処分等の洗い出し作業
•「各自治体が所管する法律（政令・府省令を含む）及び条例・規則を具体的に見て、処分及
び行政指導を洗い出す。当該処分について、再調査の請求制度の有無、審査請求先、再審査
請求（再々審査請求もあるので注意）の有無等を確認する。『不服申立て』を『審査請求』に
改める等の規定整備を要する条例や規則の洗出しも行う。」（田中・31頁）
　⑵　審理員指名基準の定立作業、審理員名簿の作成（ただし、法17条は努力義務規定。）
•「各処分ごとに、これまでの不服申立ての処理体制を考慮しながら、審理員指名の基準を整
理する。処分庁と審査庁が同じ行政庁の場合と、市町村の処分につき都道府県知事に対して
なされる審査請求の場合では、指名基準の考え方が異なってくる。」（田中・31頁）
 　⑶　条例の制定作業（詳細につきⅡ参照。）
•審査会の制度設計（法81条）　　　•審理員手続の適用除外　　　•手数料
•既存条例（情報公開条例等）の改正作業
　⑷　標準審理期間の設定・公表作業（ただし、法16条は、努力義務規定。）
•「不服申立事件を多数抱えている自治体においては、その類型に応じて、過去の事件の処理
期間などを勘案して標準処理期間を定めることが考えられる。一方、不服申立ての実績があ
まりない自治体では、総務省の調査結果などを参考にすることになろう。（中略）…一定の審
理が行われた場合の多くが６か月超から１年程度で処理されていると推測される。この推測
に基づけば、標準審理期間は６か月から１年程度の範囲内で設定するのが現実的であるよう
に思われる。筆者としては、…結論として６か月程度を一般的な標準審理期間とするのが妥
当ではないかと考えている。」（中村（二・完）・30頁）
•「標準処理期間を定める場合、ⅰ審査請求があってから審理員意見書が審査庁に提出される
までの標準的な期間、ⅱ行政不服審査会等において審理員意見書の審査のみが行われる場合
の諮問から答申までに要する標準的な期間、ⅲ行政不服審査会等において独自調査が行われ
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る場合の諮問から答申までに要する標準的な期間、ⅳ答申後、裁決までの標準的な期間に分
けて、標準審理期間を定めることも許容されるのではないかと思われる。なお、５～６月と
いうように幅を持って標準審理期間を定めることも可能と考えられる。」（宇賀・７－８頁）
　⑸　各処分の教示文の修正作業
　⑹　行政手続条例の改正作業
２　国の準備
　⑴　法規命令（施行政令）の制定
•（施行日について）「具体的な移行時期については、次期通常国会で関係法案が成立した場合
には、平成28年４月というのが一つの目安となるものと思われる。」（添田・42頁）
　⑵　自治体に対する通知・マニュアルの提示
•「審理員の指名について、『処分に関わらない者』の具体的範囲、除斥事由に該当する具体的
範囲、除斥事由には該当しないが望ましくない場合、１事件について複数審理員の指名、審
理員の補助体制及び審理員と審査庁との関係などについては、今後、国が具体的な考え方を
示す予定である。」（『ポイント解説』50－51頁）
　⑶　広報活動
　　　国民・弁護士会・行政書士会
　⑷　審理員に対する研修・マニュアルの作成
•「『仏作って魂入れず』とならないよう、審理員向けのマニュアル・ガイドラインの作成や研
修の実施をはじめとする国・地方公共団体の職員に対する普及・啓発活動、また利用者であ
る国民に対する広報活動により、新たな制度を適正かつ円滑に施行することが、まず、第一
の課題といえます。」（宇賀＝若生・52頁［若生発言］）
テーマⅡについて　自治体はどのような制度設計を行えるのか
１　適用除外規定の利用と上乗せ・横だし条例の可能性
　⑴　審理手続（手続保障）に係る条文は一律適用型
•「議論の過程では、審理手続についても条例で簡素化する余地が主張されていた（総務省『行
政不服審査法案に関する勉強会（概要）（2009年）３頁［和久井発言］）。しかし、手続保障の
水準は全国一律であるべきとの考えから採用されなかった。」（洞澤・100頁）
•「行審法案では、諮問機関の事件ごとの設置（81条２項）以外には、条例での手続簡素化を
認める規定を定めてはいない。それゆえ、条例で手続保障を制限することはできないと解さ
れる。」（洞澤・101頁）
　⑵　上乗せ横出し条例の可能性
•「多治見市条例は部分的には、現行の行審法の手続保障を上乗せする条例である。こうした
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上乗せ条例を設けることは行審法案でも認められる。」（洞澤・101頁）
•（参考）岐阜県多治見市是正請求手続条例
第３条　何人も、市の機関の行為等が適正でないと考えるときは、当該行為等の是正を請求
することができる。
　　なお、同条例２条（定義）は、「４号　行為　処分、行政指導その他の意思決定及び活動
をいう。」、「５号　不作為　相当の期間内に何らかの行為をすべきにもかかわらず、これを
しないことをいう。」、「６号　行為等　行為又は不作為をいう。」と定める。
　⑶　審理員手続きの適用除外
•「情報公開条例等に基づき、地方公共団体の情報公開・個人情報保護審査会が国の場合と同
様に開示の可否を判断する場合、審理員を指名しない旨を条例で定めることを想定し、条例
に基づく処分について条例に特別の定めがある場合についても、審理員の指名は要しないと
される。」（『ポイント解説』52頁）
•「地方公共団体における情報公開審査会、個人情報保護審査会または情報公開・個人情報保
護審査会についても、これらの審査会が不服申立ての全過程について実質的審査を行ってき
たことに照らし、条例で審理員制度の適用除外とすることが考えられる。地方公共団体は、
条例に基づく処分であって審理員制度の適用除外とすべきものがないかを検討し、適用除外
とすべきものについては、その旨を条例で定める必要がある。」（宇賀・６頁）
　⑷　審査請求すべき行政庁についての特別の定め（法４条柱書）
　⑸　審査会を常設しない場合の定め（法81条２項）
２　審理員制度にかかる制度設計
　⑴　どのような者を審理員にあてるか　内部登用と外部登用
•（参考　国の審理員について）「どのような者を審理員にするかについては、それぞれの審査
庁において、不服申立ての実情や実務の状況、組織構造、財政事情等を踏まえて判断するこ
ととなりますが、国の行政機関が審査庁である場合には、たとえば大臣官房の職員であれば
直接に処分の検討に関わっていることが少なく、公正な判断ができるのではないかと考えて
います。また、これに加えて、特に個別の行政分野に特有の専門性が求められる審査請求事
件にも対応できるよう、各部局のたとえば筆頭課の管理職等も考えられます。他方、一般に
官房課長などは極めて多忙であることも考慮すると、再任用職員を官房に配置して、その豊
見直し方針　６頁
○なお、外部登用は審理員の公正性を高める上で有効な手段であるが、任期付職員や非常勤
職員など既存の仕組みがある一方、実務に精通していない者の登用は専門性・効率性の面
で課題も生じ得ることを踏まえれば、審理員の人選、任期等については、運用に委ねるこ
ととする。
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富な専門知識・経験を活用するといったことなども考えていくべきではないかとも思ってい
ます。また、審理員は審査庁の職員から指名されるのですが、外部人材を活用する観点から
は、各府省では現在でも、弁護士等の数多くの専門家の方々が任期付職員や非常勤職員とし
て採用され、活躍しているので、そうした中から適切な方を審理員候補者名簿に掲載するこ
とも、また、場合によっては、この機会にそうした方々を迎え、新たな外部人材活用の機会
とすることも、想定されると思います。」（宇賀＝若生・48頁［若生発言］）
•「2008年法案の基となった検討会の最終報告書では『総務部署の長（例えば、総務課長）を
審理員に指名する。』といった基準の例があり、そこからすると法務事務担当組織の長が候補
者として念頭におかれているようである。」（洞澤・102頁）
•「内部の職員において審理員候補者の確保に困難があるのであれば、弁護士等の外部人材を
審理員として活用することも考えられよう。むしろ中立性や公正さの観点からすれば、外部
人材による審理員は望ましい。」（洞澤・102頁）
•「弁護士などを非常勤職員あるいは任期付職員として登用することが提案されているが、本
稿では、外部登用がねらいとする『第三者・客観性』は、行政不服審査会が担うとしている
こと、審理員は、個別の法制度・運用に詳しく、かつ、行政実務に通じている必要があるこ
とから、審理員の外部登用にこだわる必要はないと考える。」（澤・44頁）
•「自治体内部の一般職員では①予想される審査庁の裁決結果を忖度するため、それとは異な
る審理員意見書を作成しにくいこと、②人事異動があるため同僚のミスを指摘しにくいこと、
③法務に精通した職員が少ないこと、などが外部登用を求める理由と考えられるが、①②に
ついては人選次第であり、その点は外部人材でも変わりはなく、また③については本稿が対
象とする大規模自治体には必ずしも当てはまらない。」、「外部登用者では実態的にも行政組織
内の協力が得にくく、それよりも行政組織内で『力』のある、『内部』においてにらみを利か
すことができる職員の方が、審理手続がスムーズに進むと考えられる。」（澤・46頁）
•「筆者のような特定任期付職員や非常勤職員の活用も考えられる。しかし、特に小規模自治
体においては、費用（給与）その他の処遇の問題もあり、そう簡単に採用できるものでもな
いであろう。となると、人選の観点からは、様々な部門と接触の機会があり、組織全体の業
務を把握しやすい立場にある総務部門の職員が有力な候補となる。その中でも、審査庁の判
断に大きな影響を与えると考えられる意見書の作成を担うことや関係部門ともコミュニケー
ションをスムーズに進める観点から、当該自治体で相応のキャリアのある課長、課長補佐、
係長クラスの職員を指名するのが妥当と思われる。」（中村（一）・34頁）
•「不服申立ての対象となった処分の決済に際し、『合議』に関わった者は審理員になれるのだ
ろうか。（…）…『決定に関与した者』（９条２項１号）に合議に関わった職員が含まれるか
否かは必ずしも明確ではないため問題となる。（中略）…決裁書類の合議欄に押印した職員は
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外形的に見て当該決裁に関与していないとは言いづらい面があり、また、合議とはいえ押印
をした職員が、当該決裁に基づく業務に対する不服申立てに関し、公正・中立的な観点から
審理ができるか疑問の残るところでもある。よって、組織規模や人員制約の観点からやむを
得ないと考えられる場合でないかぎり、合議に関わった者は審理員の候補者から外すのが妥
当であろう。その意味では、総務部門の職員を審理員の候補とするにしても、総務部門中の
複数の部門、例えば総務課と人事課から選んでおくなどの対応が望ましいといえる。」（中村
（二・完）・30頁）
　⑵　職能分離要件
•「この職能分離の要件は2008年法案にも規定され、それが困難を生じさせると懸念されてい
た。つまり、この除斥要件を満たしつつ、審理員としての役割を果たしうる者を確保するこ
とは、小規模自治体においては困難があると指摘された。」（洞澤・101頁）
•（参考）行政手続法の聴聞主宰者に関する裁判例（金沢地判平成26年９月29日） 
　都道府県公安委員会から店舗型性風俗特殊営業の廃止命令及び浴場業営業の停止命令を受け
た原告が、処分の取消しを求めた事案において、本件処分に先立つ本件聴聞を主宰したＡは、
着任前に警察署長として原告に対する捜査を指揮する立場にあり、本件処分の原因となる事
実を認定するための証拠の収集に関与したのみならず、本件処分をすべき旨を上申している
のであるから、本件処分に至る過程で本件に密接に関与しており、本件処分の主宰者に指名
される資格を有していなかったとして、本件処分は重大な違法があるとし、原告の請求を認
容した。
•「『審査請求に係る処分等に関与した者』については、個別の事件ごとに、個々の職員につい
てその該当性を判断することになるため、ある部署に所属しているからといって直ちに該当
するかしないかが決まるものではない。当該処分等の審査事務を実質的に行った者、それら
の者を直接に指揮した者、当該処分等についての協議に加わった者などは該当すると考えら
れるが、当該処分等に全く関与していない者や根拠法令について一般的な解釈を示した者等
は該当しないとされる。」（『ポイント解説』49頁）
•「たとえば、審査請求の対象となった処分について、その前提となる立入検査の実施や、処
分の決定書の起案といった業務を所管部局課で担当した者が、当該処分についての審査また
は判断に関する事務を実質的に行った者に該当する。当該処分をすることについての決裁権
者も、審査または判断に関する事務を実質的に行った者に該当する。当該処分の審査または
判断について、上記事務を実質的に行った者に対し、具体的に直接または間接的に指揮監督
した者や、所管部局課に所属しないが当該処分についての協議を受け、決裁書に押印した者
なども該当する。」（橋本他・68頁）
•「総務部局の法務セクションの職員は、法律相談等で原処分に実質的に関わっていることが
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あるため、法務セクションの職員から審理員を指名する際には、留意が必要である。」（澤・
46頁）
•「不利益処分の聴聞主宰者（行手法19条）も処分に関係した者であるとして審理員となれな
いと解釈できる。よって、前者における審理員指名基準と聴聞主宰者の指名基準は重複しな
いよう整理する必要がある。」（田中・31頁）
•「…審査庁となるべき行政庁は、早期にいかなる職の者を審理員として指名するかを、除斥
事由に留意しつつ検討しておく必要がある。その際、行政手続法、行政手続条例に基づく聴
聞主宰者が例えば総務課長をもって充てることとされている場合、総務課長を審理員に指名
することも考えられないわけではない。しかし、実際に聴聞主宰者として聴聞手続きを主宰
した者は、聴聞を経てなされた不利益処分についての審査請求においては、『審査請求に係る
処分…に関与した者』として除斥事由に該当すると考えられるので、常に聴聞主宰者の充て
職になっている者を審理員に指名することができるわけではない。（中略）このように聴聞主
宰者の職にある者を審理員に指名することができない場合もありうることに留意する必要が
あろう。」（宇賀・４－５頁）
　⑶　審理員の負担緩和策
•「まず、複雑な事案等において審理員１人への負担を緩和するなどのために、審理員を複数
指名することは可能であろう。法文上は明確ではないが、2008年法案の段階においてその立
法関係者は、複数の審理員の指名も可能としていた。しかし審理員候補者がそれほど多くな
い自治体にとって、これはあまり現実的ではない。」（洞澤・102頁）
　⑷　審理員の補助組織の在り方
•「（審理員の負担緩和策として）次に、補助職員による補助が考えられる。（中略）補助職員
がどこまでの事務を補助しうるかには注意が必要である。審理自体とそれに基づく意見書の
作成は、中立かつ公正な者として指名された審理員が行うべきものであり、補助職員がそれ
を実質的に肩代わりすることは制度の趣旨に反する。補助職員はあくまで事務の補助のみを
行い、補助職員が意見書の起案を行うことも否定的に解されよう。」（洞澤・102頁）
•「審理員に課長クラスの職員を充てることを想定するならば、処分庁や審査請求人などへの
事務連絡、口頭意見陳述の内容整理、審理に必要な情報収集などを行う補助組織が必要とな
る。…審理員を総務部局の職員から指名するならば、その補助組織も総務部局に置くべきで
あろう。」（澤・44頁）
３　審査会にかかる制度設計
　　法81条は、第三者機関のあり方に関して、条例による柔軟な制度設計を認めている。
　⑴　情報公開審査会・個人情報保護審査会との関係　併存 OR 統合 OR 中間形態？
•「第三者機関の設置において、自治体が国とは違う形で、情報公開審査会や個人情報審査会
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等と統合して設置することは可能である。」（洞澤・103頁）
•「地方公共団体においても、既存の情報公開審査会、個人情報保護審査会または情報公開・
個人情報保護審査会を新設する行政不服審査会（仮称）に統合する必要はないであろう。」
（宇賀・８頁）
•「（情報公開審査会を行政不服審査会に統合した場合）審理期間の長期化のおそれがあるこ
と、情報公開・個人情報保護のインカメラ審査や会議の非公開に対応するために部会を設け
る必要があることなどを勘案すると、現状の手続に特段の支障がないのであれば、審理員制
度の導入や行政不服審査会との統合は必要ないであろう。」（澤・42頁）
•「実務的には、多くの自治体で現存すると考えられる情報公開・個人情報保護審査会のよう
な機関をそのまま残し、行政不服審査会を非常設の機関とした上で、事件ごとに前者の委員
を後者の機関の委員に充てるという方法も考えられるところである。」（中村（二・完）・31
頁）
　⑵　審査会の設置形態の多様性
•「具体的には、地方自治法に基づき、既存の付属機関（情報公開審査会等）にその役割を担
わせたり、他の地方公共団体との共同設置や、他の地方公共団体への委託、また、新法81条
２項に基づき、事件ごとに臨時に設置する（例：自治紛争処理委員（地方自治法251条））こ
とが想定される。」（『ポイント解説』169頁）
•「諮問機関については、地方自治法の規定により、①機関等の共同設置（同法252条の７）、
②他の団体への事務の委託（同法252条の14）、③事務の代替執行（同法252条の16の２）、④
一部事務組合や広域連合を設けて諮問機関を設置すること（同法284条）ができる。」（橋本
他・218頁）
•「また、正式のこれらの制度を用いなくても、事実上の広域連携は可能である。たとえば、
長崎県市町村行政振興協議会は、統一情報公開審査会支援事業、統一個人情報保護審査会支
援事業を行っているが、これは、市町村がそれぞれの情報公開条例、個人情報保護条例に基
づき設置する情報公開審査会、個人情報保護審査会の委員の選任、審査会の運営等について
見直し方針　７－８頁
　この場合において、地方公共団体は、以下のような措置をとることができるものとする。
①　他の地方公共団体と共同して当該機関を設置する。
②　他の地方公共団体に当該事務を委託して処理させる。
③　審査請求があった場合に臨時に委員を任命する。
○地方自治法との関係を整理しつつ、地方公共団体の判断で、共同設置、他の団体への委託、
審査請求があった場合に臨時に委員を任命する方式等を採用するなど、第三者機関を置く
際の選択肢を拡大する措置を講じることが適当と考えられる。
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長崎県市町村行政振興協議会が協力し、委員については、地区ごと（県南地区、県北地区）
に統一的な選任が行われているが、行政不服審査会（仮称）についても、同様の方法をとる
ことが考えらえる。」（宇賀・10頁）
　⑶　審査会の委員の人数、独任制審査会の可能性
•「委員の人数の決定に当たっては、まず、諮問件数を予想する必要がある。（中略）地方公共
団体においても、まず過去の実績を参考に年間の諮問件数を推測し、月間の諮問件数の見積
もりを出し、諮問件数がかなり多くなると予想される場合には、部会制を前提とした委員数
とする必要があろう。」（宇賀・８－９頁）
•「国の審査会は合議制と規定されている（行審法案72条）が、自治体については特段の規定
は無く、第三者機関を独任制とすることは排除されていないと解される（2007年最終報告書
43頁では合議制）。しかし、審理員に外部人材の登用が可能である下で、審理員意見書を第三
者的に検討する機関が独任制であるのは、制度の趣旨からは望ましくないであろう。合議制
があるべき姿である。」（洞澤・103頁）
　⑷　どのような者を委員に任命するか　学識経験者　公募市民
•「設置される委員の人選については、当該団体で、諮問が多く見込まれる事案の分野に応じ
て、任命権者が柔軟に判断することが必要となる。」（『ポイント解説』171頁）
•（参考）「ご指摘の地方公共団体に置かれる第三者機関への諮問件数でございますが、まさし
く、地方税関係が約４割と非常に多い割合を占めると想定してございます。そうした観点か
らしますと任命権者の判断で、ご指摘のありました税理士等、税の専門家を委員に選任する
ということは十分に想定されることだと思ってございます。」（衆議院総務委員会平成26年５
月15日、上村総務省行政管理局長答弁）
•「行政不服審査会（仮称）に諮問されるものの多くは、地方税法関係および生活保護関係で
あり、両者で約７割を占めると考えられる。このことにかんがみると、行政不服審査会（仮
称）には、地方税法に詳しい租税法学者、弁護士または税理士、生活保護法に詳しい社会保
障法学者、弁護士または社会福祉士等を任命することも考えられる。また、改正行政不服審
査法の知識は不可欠であるので、それについての専門知識を有する行政法学者、弁護士また
は認定行政書士も委員とすることが望ましいであろう。」（宇賀・９頁）
•「…行政分野ごとに委員を選任するとなると、審査請求件数の多い分野ごとに委員の委嘱が
必要となり、行革が求められている現状では現実的でない。したがって、行政不服審査会は
『第三者・客観性』の役割を担うとする本稿の整理からすれば、委員は、『行政領域ごとの専
門性』ではなく、『適正に不服審査を実施することに関する専門性』を有する人材を選任すべ
きであろう。」（澤・44頁）
•「専門性という点では劣るかもしれないが、第三者機関において住民から委員を公募するこ
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とも考えられよう。行審法案では、地方については公募の住民委員は排除されていない。住民委
員は、専門性よりも民主性を重視するものとして位置付けることもできる。」（洞澤・103頁）
　⑷　専門委員制度の導入
•「専門性の欠如を補完しうる国の審査会における専門委員の規定（71条）は、自治体には準
用されていない。しかし、自治体が条例で専門委員の制度を設けることは、手続保障の上乗
せとして可能である。専門委員の制度を用いるにしても、適任者が他にいないとして職員 OB
が専門委員に任命される可能性があるが、これは公平性の点から問題がありうる。」（洞澤・
103頁）
　⑸　審査会担当事務局のあり方
•「行政不服審査会の事務局は、委員召集に関する事務や提出書類の準備、処分庁や審査請求
人等への連絡などの事務を担うと想定される。さらに、常勤委員を置かない場合は、答申の
下案を事務局が作成することが予想されることから、それが可能な職員を確保することが必
要である。そして、この事務局は、部局横断的な事案を扱うことから、総務部局に置くこと
が現実的であろう。」（澤・44頁）
４　審査庁の補助組織にかかる制度設計
　⑴　審査庁の補助組織の事務
•「審査庁の職にある者が自ら裁決書を作成することは困難ですので、実際には、審査庁の補
助機関が裁決の事務を補助する必要があるでしょう。裁決の事務を補助する職について、行
政不服審査法は何も規定しておらず、除斥事由も法定されていません。しかし、裁決に関す
る職務は、公正中立的な立場で行われるべきですから、原処分に関わった者は排除されるべ
きです。」（『Ｑ＆Ａ』176頁）
•「審査請求の受付及び形式的審査、審理員の指名、行政不服審査会への諮問、裁決書案の作
成などの事務は、実際には審査庁本人ではなく、その補助組織が行うことになる。（中略）原
処分部局は、所管事務に精通していることから『専門性』を反映させた判断が可能であり、
個別の法制度を一から調査する時間を必要とせず、迅速な審査手続が可能となる。また、裁
決書案の作成・起案を原処分部局に担当させることにより、当該部局の責任の明確化と、（特
に認容裁決の場合には）審査基準等の改訂といった事後の事務処理の改善につなげることが
できる。（中略）したがって、審査庁の補助組織は、原処分部局とすることが適当であろう。」
（澤・43頁）
　⑵　審査庁、審理員、行政不服審査会の補助組織は分けるべきか
•「行審法案では国について審査会の事務局を置く（73条）としている。地方についてこうし
た規定はないが、自治体の担当事務局のあり方も大きく変わることになるだろう。（中略）行
審法の下では、審査請求の受付から審理、裁決に至るまでの事務処理が、一つの担当部局に
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おいて担われることになろう。担当事務局の役割が格段に増すことになる。それゆえ、その
職員についても、可能な限り、研修や人事配置上の配慮が行われるよう望まれる。」（洞澤・
104頁）
•「鼎立型の審査体制を確保するためには、審理員意見書、行政不服審査会答申、裁決書は、
それぞれ『公正・中立性』、『第三者・客観性』、『専門性』という異なる視点から作成される
必要があるのであり、そのためには審査庁、審理員、行政不服審査会の分離だけでなく、そ
れらの補助組織も分離していることが望ましいといえる。具体的には、それらの補助組織が
適度な距離感を有する体制を確保し、審理員（とその補助組織）と行政不服審査会事務局を
訴訟ラインから外すことが必要であり、そのため、同じ総務部局であっても、審理員（とそ
の補助組織）と行政不服審査会事務局とは別の課（あるいは係）に置き、さらに、訴訟ライ
ンも別の部局あるいは同じ総務部局でも別の課（あるいは係）が担うという体制が望ましい
であろう。」（澤・45頁）
　⑶　裁決書の決裁
•「裁決権は審査庁である首長にあるが、いわゆる先決により各部局の長に判断させることも
可能である。しかし、通常、各部局は原処分に関わっていることが多く、信頼性確保の点で
問題があり、また、裁決内容も不統一となるおそれがあることから、さらには内部統制の観
点からも、裁決書の決裁は、首長（又は少なくとも副知事、副市長村長）が行うことが適当
であろう（注　総務部局長に決裁させることも考えられるが、他の部局長と同輩である総務
部局長が認容裁決により各部局長がした処分を覆すことは、現実的には困難であるので適当
でない。）。」（澤・43頁・46頁）
テーマⅢについて　審理の充実について
１　審理員の審査権限の範囲と限界
　⑴　位置付け
•「審理員は、審査庁に所属する職員のうちから指名されて審理を行う審査庁の補助機関であ
るが、審査庁から個別具体的な指揮監督を受けることなく、自らの名において審理手続を行
見直し方針　５頁
○20年法案のように、法律上、審理員（審理手続を行う者）を審査庁から相対的に独立した
機関として位置付け、その権限を定めることにより、行政不服審査法の趣旨を越えて審査
庁の指揮監督を受けないなど、審理員は、審査庁から一定の独立性を有することとなると
考えられる。
○裁決権限が審査庁にあるにもかかわらず、審査庁から完全に独立した者が審理を行うこと
は、責任の所在を曖昧にし、問題があると考えられる。
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うという意味において、審査庁から相対的に独立した機関として位置づけられることにな
る。」（添田・39－40頁）
　⑵　審理員は内部基準の法令適合性を審査できるのか。
•「見直しの方針を見る限り、…審理員が内部基準に拘束されることは所与の条件とされてい
るように見受けられる。」、「現実にどのようになるかは不明瞭である。」（大橋・97頁） 
•「審理員は、審査庁の指揮監督下にあることから、審査庁の訓令・通達に示された法令解釈
の違法性について判断できない。しかし、処分庁が審査庁でない場合（裁定的関与の場合な
ど）には、審理員は処分庁の指揮監督下にないことから、処分庁の訓令・通達に示された法
令解釈の違法性を判断できることになる。このように、審査庁が処分庁であるか否かで審査
の範囲が異なり、ひいては住民の権利救済に相違が生じることには非常に違和感がある。」
（澤・45頁）
•「新法の趣旨を踏まえると、審査庁は、当該審査請求事件に係る根拠法令の趣旨に立ち返り、
通達等の合理性やその解釈について検証した上で判断することが必要であるが、審理員は、
審査庁のこのような判断を補佐する立場にあり、その権限を行使するのに当たり、原処分の
根拠法令の趣旨に立ち返って、通達等の合理性を検証し、通達とは異なる法令解釈により裁
決を行うよう審理員意見書で意見を述べることもあり得る。」（『ポイント解説』50頁）
⑶　審理員は、条例と法律の抵触問題、政省令についての白紙委任の禁止法理・委任の範囲の逸
脱法理、法律や条例が憲法に違反するか否かを審査できるのか。
⑷　審理員は、不当性審査（合目的性審査・裁量にかかる判断代置審査）を実際どこまでするのか。
２　審査会の審査権限の範囲と限界
　⑴　不当性審査
•（参考：旧行審法のもとでの審査庁から諮問を受けた第三者機関の審査権限について）「審査
法上の機関が裁決・決定をするに際して、予め法定の第三者機関に諮問することを定めてい
る場合に（たとえば、情報公開法による情報公開・個人情報保護審査会への諮問）、当該機関
が処分庁の裁量（効果・要件）的判断につき審査庁と同じ立場に立って判断することができ
るかどうかの問題がある。当該諮問制度の趣旨によることとなると思われるが、第三者機関
は必ずしも専門性を有するとは限らないこと、審査庁は基本的には当該機関の答申結果に従
見直し方針
○審理員は、審査庁から一定の独立性を有するものと考えられるが、審査庁に所属する以上、
最終的には内部基準等に拘束されることなどから、第三者機関である行政不服審査会等へ
の諮問は、裁決の客観性・公正性をより高める上で有効であると考えられる。（８頁）
○また、審理員が内部基準等の合理性を検証した上で処分の見直しについて意見を述べるこ
とも、運用上可能と考えられる。（４頁）
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うことが制度上要請されているところからすると、当該機関は、処分庁の裁量的判断の審査
に際しては、抑制的態度をとることが要請されていると解される。」（塩野宏『行政法Ⅱ行政
救済法［第５版補訂版］』36頁）
　⑵　違憲法令審査、法規命令や条例・規則の法令適合性審査
•（参考：旧行審法のもとでの審査庁による審査につき）「一般に行政機関には違憲立法審査権
はないと解されているため（ただし、行政委員会による準司法的手続の場合には違憲立法審
査権を認めるべきとする説がある）、行政上の不服申立てにおいては、審査庁は法令の合憲性
を前提として審査することになる。」（宇賀克也『行政法概説Ⅱ行政救済法［第３版］』69頁）
•（参考）準司法的手続が採用されている公害等調整委員会の裁定において、法律と条例の抵
触が問題となった事案：「北海道石狩市花川東地先内の砂利採取計画不認可処分に対する取
消裁定申請事件」（公調委裁定平成25年３月11日、判時2182号34頁）
　砂利採取法に基づく砂利採取計画の認可に関して北海道が定めた条例等が、同法との関係で
別段の規制に当たるものの同法との矛盾抵触はないとして当該条例を適法とした上で、申請
人に対する砂利採取計画不認可処分も適法であるとして取消裁定申請を棄却。
　⑶　内部基準の法令適合性審査
•（参考：現行行審法のもとでの審査庁の審査につき）「上級機関の訓令に原則として拘束され
るため、法令の解釈が通達として示された場合、原則としてそれに従わざるをえない。しか
し、国税不服審判所のような第三者機関の場合には、この点について特別の配慮がなされる
ことがある。すなわち、国税通則法99条は、国税不服審判所長は、国税庁長官が発した通達
に示されている法令の解釈と異なる解釈により裁決をするとき、または他の国税にかかる処
分を行う際における法令の解釈の重要な先例となると認められる裁決をするときは、あらか
じめその意見を国税庁長官に申し出なければならないこととし（１項）、国税庁長官は、この
申出があった場合において、国税不服審判所長に対し指示をするときは、国税不服審判所長
の意見が審査請求人の主張を認容するものであり、かつ、国税庁長官が当該意見を相当と認
める場合を除き、国税審議会の議決に基づいてこれをしなければならないとしている（２
項）。これは、国税庁長官の国税不服審判所長に対する指示が、恣意にわたることのないよう
に、また国税不服審判所長の独立性を不当に侵害することがないように第三者機関である国
税審議会によるチェックを行おうとするものである。」（宇賀・前掲69－70頁）
３　代理人
•一定の審査請求の代理権が、一定の研修課程を修了した特定行政書士に付与されると行政書
士法が改正された（行政書士法１条の３第１項２号及び２項）。
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